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【設計等業関係】 

 

１ 対象事業 

設計等（建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条に規定する設計等をい

う。）の業を対象とする。 

 

２ 具体例 

（１）不当な差別的取扱い 

① 正当な理由がなく、不当な差別的取扱いにあたると想定される事例 

・ 障害者であることを理由に、設計等の業務を受けることを拒否する。 

・ 車椅子利用者に対して、建築士事務所に十分な通路幅等が無い場合に、

他の打合せ場所の利用を検討することなく、設計等の業務を受けることを

拒否する。 

・ 障害者が介助者を伴って窓口に行った際に、障害者本人の意思を全く確

認せず、介助者のみに対応を求める。 

・ 障害があることのみを理由として、一律に、障害者に対して必要な説明

を省略する、または説明を行わない。 

・ 障害があることやその特性による事由を理由として、契約締結等の際

に、必要以上の立会者の同席を求める。 

 

② 障害を理由としない、又は、正当な理由があるため、不当な差別的取扱

いにあたらないと考えられる事例 

・ 障害の状況等を考慮した適切な設計検討を行うため、プライバシーに配

慮しつつ、障害者に障害の状況等を確認する。（権利・利益の保護） 

・ 設計等業の相談を受けた場合に、お互いに相手の立場を尊重しながら、

相互理解を図った上で、事業者側に障害に関する医療知識等の知見が十分

でなく、適切に業務を行うことが難しいと判断したため、その理由を丁寧

に説明すると共に、医療知識等の知見をより有する適切な事業者等を紹介

する。（安全の確保） 

・ 設計を進める中で障害の状況等に対応するために設計変更が必要とな

った場合において、契約期間の延長や契約価格の変更などの適切な契約変

更を行うことについて、事前に申し入れる。（損害発生の防止） 
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（２）合理的配慮 

① 合理的配慮の提供の事例 

・ 障害者や介助者等からの意思の表明（障害特性によっては自らの意思を

表現することが困難な場合があることに留意。以下同じ。）に応じて、ゆ

っくり話す、手書き文字（手のひらに指で文字を書いて伝える方法）、筆

談を行う、手話、分かりやすい表現に置き換える、IT 機器（タブレット等

による図や絵）の活用等、相手に合わせた方法での会話を行う。 

・ 種々の手続きにおいて、障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、

文章を読み上げたり、書類の作成時に代筆、または書きやすいように手を

添える。 

・ 障害者や介助者等からの意思の表明に応じて、重要事項説明や契約条件

等の各種書類をテキストデータで提供する、ルビ振りを行う、書類の作成

時に大きな文字を書きやすいように記入欄を広く設ける等、必要な調整を

行う。 

・ 視覚障害がある依頼者から、契約書類等を点字化して読むために契約締

結日までの期間を確保したいとの申し出があったため、通常よりも長い期

間を設定する。 

 

② 合理的配慮の提供義務違反に該当すると考えられる事例 

・ ゆっくり話す、手書き文字、筆談を行う等の対応を求められた場合に、

お互いに相手の立場を尊重しながら、建設的対話を行わず、また、対応に

係る検討を行わずに断る。 

・ 電話利用が困難な障害者から直接電話する以外の手段（メールや電話リ

レーサービス等の手話を介した電話等）により各種手続が行えるよう対応

を求められた場合に、具体的に対応方法を検討せずに対応を断る。 

・ 打合せ等において、障害の特性に応じたコミュニケーションの手段（筆

談、読み上げ等）を設けることを求められた場合に、具体的に対応方法を

検討せず、事前に資料を渡すのみの対応とし、当日の議論に参加できない

状況を作る。 

 

③ 合理的配慮の提供義務違反に該当しないと考えられる事例 

・ 打合せを行うに当たって、移動が困難な障害者から対面での対応を求め

られた場合（障害者のところへ事業者が伺う）において、他の業務都合等

を勘案した結果、伺うことが難しいと判断したため、その理由を丁寧に説

明するとともに、オンラインでの実施を提案する。（費用・負担が過重な

もの） 



 

19 

 

・ 改修設計において段差の解消を求められた場合において、構造等の制約

により対応できないことが判明したため、その事情を丁寧に説明し、手す

りの設置等の代替対応策を提案する。（実現困難なもの） 

  


